
＜事業に対する国の助成［児童手当勘定（特別会計）から事業実施市町村への補助］＞

○運営費

・概ね1/2を保護者負担で賄うことを想定。

・残りの1/2分について、児童数が10人以上で、

原則、長期休暇（８時間以上開所）を含む年間250日以上開設

するクラブに補助。

・児童数36～70人の場合、基準額：242.6万円

※ ６時間以上開所しているクラブが、１８時以降開所延長する場合に長時間開所に係る加算あり

○整備費

・新たに施設を創設する場合（基準額：2,112.4万円）のほか、学校の余裕教室等を改修する場合

（基準額：700万円）、備品購入のみの場合（基準額：100万円）も助成

※運営費又は整備費（創設費を除く）は、国、都道府県、市町村が3分の1ずつ、整備費（創設費）は、国、都道府県、市町村又は
設置者（社会福祉法人等）が3分の1ずつ負担

運営費の負担の考え方

※「国1/6」の財源は事業主拠出金

1 / 2 1 / 2

1 / 3

1 / 3

1 / 3
国

1 / 6 （※ ）

都道府県
1 / 6

市町村
1 / 6

保護者
1 / 2

○平成２１年度予算額 ２３４．５億円（４７．６億円増）
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指導員の平均勤続年数は、常勤で５年未満が約４割、非常勤で３年未満が約５割となっており、短期間なも
のとなっている。

１年未満 １～３年未満 ３～５年未満 ５～10年未満 10～20年未満 20年以上 合計

常勤
８

（０．８％）

８９
（８．８％）

２７４
（２７．０％）

３５４
（３４．９％）

１５２
（１５．０％）

１３８
（１３．６％）

１，０１５

公立公営
０

（０．０％）

３

（１．２％）

２２

（８．８％）

１９
（７．６％）

８０

（３２．１％）

１２５

（５０．２％）
２４９

公立民営
６

（１．０％）

５４

（９．０％）

２１３

（３５．４％）

２８４

（４７．２％）

３９

（６．５％）

６

（１．０％）
６０２

民立民営
２

（１．２％）

３２

（１９．５％）

３９

（２３．８％）

５１

（３１．１％）

３３

（２０．１％）

７

（４．３％）
１６４

非常勤
５８

（６．５％）

３７８

（４２．２％）

３１１

（３４．７％）

１２４

（１３．８％）

２２

（２．５％）

３

（０．３％）
８９６

公立公営
３８

（１６．６％）

１１０

（４８．０％）

４４

（１９．２％）

３２

（１４．０％）

５

（２．２％）

０

（０．０％）
２２９

公立民営
１３

（２．４％）

１９９

（３６．７％）

２４０

（４４．３％）

７４

（１３．７％）

１４

（２．６％）

２

（０．４％）
５４２

民立民営
７

（５．６％）

６９

（５５．２％）

２７

（２１．６％）

１８

（１４．４％）

３

（２．４％）

１

（０．８％）
１２５

＜「学童保育の実態と課題に関する調査研究」２００８年２月独立行政法人国民生活センター＞

（施設数）

＜勤続年数＞
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常勤指導員の月給の平均は、約２０万円であり、非常勤指導員の月給の平均は、約８．２万円となっている。

５万円未満
５万円～

10万円未満

10万円～

15万円未満

15万円～

20万円未満

20万円～

25万円未満

25万円～

30万円未満

30万円～

40万円未満
40万円以上 合計

常勤
４

（０．４％）

２９
（３．１％）

１０２

（１０．９％）

５６８
（６０．５％）

８０

（８．５％）

１８

（１．９％）

７４

（７．９％）

６４

（６．９％）
９３９

公立公営
１

（０．５％）

６

（２．９％）

１８

（８．８％）

３６

（１７．６％）

５

（２．４％）

７

（３．４％）

７１

（３４．６％）

６１

（２９．７％）
２０５

公立民営
２

（０．３％）

１９

（３．３％）

４９

（８．５％）

４７３

（８１．８％）

３０

（５．２％）

３

（０．５％）

０

（０．０％）

２

（０．３％）
５７８

民立民営
１

（０．６％）

４

（２．６％）

３５

（２２．４％）

５９

（３７．８％）

４５

（２８．８％）

８

（５．１％）

１

（０．６％）

３

（１．９％）
１５６

非常勤
２７３

（３１．２％）

３６５

（４１．８％）

９２

（１０．５％）

１０１

（１１．６％）

４１

（４．７％）

１

（０．１％）

０

（０．０％）

１

（０．１％）
８７４

公立公営
６８

（２８．６％）

３０

（１２．６％）

１８

（７．６％）

８３

（３４．９％）

３８

（１６．０％）

１

（０．４％）

０

（０．０％）

０

（０．０％）
２３８

公立民営
１７２

（３３．０％）

２８８

（５５．３％）

４６

（８．８％）

１２

（２．３％）

２

（０．４％）

０

（０．０）

０

（０．０％）

１

（０．２％）
５２１

民立民営
３３

（２８．７％）

４７

（４０．９％）

２８

（２４．３％）

６

（５．２％）

１

（０．９％）

０

（０．０％）

０

（０．０％）

０

（０．０％）
１１５

＜「学童保育の実態と課題に関する調査研究」２００８年２月独立行政法人国民生活センター＞

（施設数）

＜給与実態＞
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  2003 年調査 2007 年調査 

    5,000 円未満 49.1％ 41.8％ 

5,000～10,000 円未満 40.3％ 46.4％ 

10,000～15,000 円未満 9.4％ 10.1％ 

15,000～20,000 円未満 1.1％ 1.7％ 

20,000 円以上 0.1％ 0％ 

 

放課後児童クラブに係る利用者負担については、2,000円～10,000円の間で設定されている割合が高い。

 割  合 

利用料なし 9.4％ 

2,000 円未満 8.0％ 

2,000～4,000 円未満 19.8％ 

4,000～6,000 円未満 20.1％ 

6,000～8,000 円未満 15.4％ 

8,000～10,000 円未満 6.9％ 

10,000～12,000 円未満 7.8％ 

12,000～14,000 円未満 3.6％ 

14,000～16,000 円未満 2.9％ 

16,000 円以上 3.1％ 

 

＜平成１５年及び平成１９年（全国学童保育連絡協議会調べ）＞

＜平成１３年地域児童福祉事業等調査（厚生労働省）＞

＜利用者負担＞
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